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[要約]

情報技術が社会や産業界そして企業経営に大きな影響を与え、企業の活動はデータ・情報・知識などの流

れとなり、人や媒体を介したコミュニケーションを伴って経営に大きな影響を与える力となっている。

本稿は未来経営システムについて情報技術のビューからアプローチをし、その概念についてを論究する。

展開はまず、情報化による企業経営のパラダイムチェンジについて、イノベーションをはじめ、経営戦略や

マネジメント手法の変化、オベレーシヨンの効率化追求、新しいビジネス創造の変容を整理する。次いで、

情報技術が情報環やコミュニケーションと組み合わされて能動的に働き、機能の分散化や多様化を繋ぐ適用

分野を探究する。業務処理と情報処理はオベレーションを包摂して、データ・情報、知識を伝搬・蓄積・循

環し、経営品質やイノベーションの質的進化を生んでいる。最後の論点は未来の経営システムのあり方に関

して、企業の環境の変化と企業内部の構成員の様々な多様化形態を認識し、その要件を特定してシステム構

造を提起する。システム構造はオベレーショナル経営システムとプロフェッショナル経営システムの二層型

創造的経営システムとして概念を論究する。
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[Abstract] 

Since information civilization has come， information and communication technology has much influenced 

for many fields in the society， markets and enterprise. After summarizing about paradigm change of enterprise 
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system based on advanced information and communication technology， this paper discussed about innovation 

and quality of management. A f10w of information that were contained data， information， knowledge and 

communications have big role when executing upon process of business system. 

τbe argument of this paper refers ωthe creative management system toward future management system 

aided sustainable growth from information technology point of view. The frame of management system consists 

of two types of operational management system and professional management system based on professional 

thinking and learning organization on doing business process.τbese activities cultivate ability for organization 

on the power of management. 

[Keywords] 

Paradigm Change， Quality of Management， lnnovation， Professional Management， Operationa1 Management， 

Operational Science 

I.はじめに

工業化社会は成熟の局面に入り、大量生産、大量消費の経済システムから情報と知識を基盤とする知価社

会に向けて試行を始めている。未来の企業経営は市場革命、環境革命、情報革命の命題の中で、グローパリ

ゼーションや地球環境との共生を目指した課題に直面している。情報は市場経済のスピードや変化に影響を

与え、時空間を超えた「情報環とコミュニケーション」の機能が経済活動や企業活動にとって大きな比重を

占めてきている。情報環とはデータ・情報・知識の流れであり、コミュニケーションとは、情報・意思の伝

達によって目的意識、問題意識、感情、思考を共有することである。「情報環とコミュニケーション」とは

2つの概念がコインの裏表、不即不離の関係にあり、企業経営の大きな力となるものである。

本稿は未来の経営システムについてA情報技術のビューからアプローチをしてその概念を論究するものであ

る。本稿には 3つの文脈がある。第 lは情報技術が企業経営に大きな影響を与え、パラダイムチェンジを起

こしている点である。パラダイムチェンジの背景には情報化による社会、政治、経済、技術システムの進化

があり、企業の外部環境だけでなく企業の内部においても業務プロセスや働く意義や価値観の多様化をもた

らしている。企業経営は経済の合理性や経営の効率性を追求することであり、加えて社会性や人間性の命題

に取り組まなければならない。第2は業務活動が、無機質な情報環と感情の交じったコミュニケーションに

包摂されて行われ、その組合せと濃淡によって「場jを活性化させて経営の力を培い、組織能力を蓄積する

と考えるからである。組織能力はイノベーシヨンと経営品質の課題に関して階層を問わず、情報環とコミュ

ニケーションによって高められている。第3は企業の外部環境が激しく変化すると同様に、企業内部の業務

プロセスや組織構成員の多様化が進み、もはや一元的な経営システムに限界を生じていることである。未来

の経営システムの経営課題と要件を探索し、創造的経営システムに向けて論究し、二層型のシステム構造を

提起した。

提起するこ層型のシステム構造は、定型的で手続き重視や規律性の高いオペレーショナル経営システムと

現場型・自律型のプロフェッショナル経営システムである。その中心的な概念の1番目は効率性、社会性、

人間性の命題に対してイノベーションや経営品質の課題に取り組むことである。 2番目は組織能力の強化に

関して個人や組織の自律化と活性化を進め、その推進機能である 1Tケイパピリティ、プロフェッショナル

思考、組織学習における場のサイクル過程を大切にすることである。筆者は実務経験があり、本社部門の企

画策定側と業務の実行に追われる現場側は認識や論理の相違から生ずるコミュニケーションの難しさを経験

している。この実体験から現場側のプロフェッショナル思考は個人や組織の学習を通じて創発的な能力を創

出し、培われた組織能力は横展開されて将来の成長や競争優位性の源泉となる確信のもとに論述するもので

ある。
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n.情報技術と企業経営のパラダイムチェンジ

2. 1 情報技術の進化

情報技術の進歩はすさまじいものがあり、その要素技術には3つの分野がある。第 lは基盤的な技術でハ

ードウエアの処理能力の向上、オベレーテイングシステムの標準化やデータ・ベース技術の進歩である 第

2は企業聞のネットワーク・コンビューテイングやパーソナルレベルでのコミュニケーションを可能にした

インターネットの通信技術である。第3は企業情報システムのアプリケーション開発やプログラム商品の開

発技術があり、その流通方法や保守に関しでも技術の進歩がある。

通信技術の代表的なインターネット技術は、企業のコンピュータ同士だけでなく、パーソナルなレベルで

モパイルの範囲域まで、データや情報の交換、共有を可能にした。デジタル情報はコピーが可能で、使い減

りのしない、そして品質の変わらない特性を持ち、あらゆる壁を乗り越えて交換が行われる。伝達された情

報は個人や組織にストックされている知識と結合することによってさらに 2次、 3次の加工と編集が行われ、

新たな価値をもっ情報を創造し、発信する。インターネットの特徴は双方向性、不特定多数性、リアルタイ

ム性などをもっており、広範囲域性や情報収集の容易性はコンビュータのデータ・ベース機能と融合して活

用領域が拡大し、経済社会と企業経営に大きな影響を及ぼしている。

インターネットの利用動向は表2.1rインターネットの利用者数および人口普及率の推移」に示す通り、

インターネット利用人口の増加や普及率が伸びている。商用化が始まった1996年頃の利用人口は総人口の10

%弱であったが2005年の利用人口は8529万人となり、総人口の67%に達している。接続されるインターネッ

ト利用端末も当初のパソコンのみから携帝電話.PHSさらに携帯情報端末、ゲーム機やTVなどに拡大され

ている。社会ではパーソナルなレベルで情報が自由に行き交い、経済社会は空間と時間を超えた経済活動が

なされ、産業社会や企業では市場とのコミュニケーション、企業問、企業内の部門間で情報の交換と共有化

が進んでいる。特に業務プロセスの再構築などのイノベーシヨンや新しいビジネス創造に貢献している。

表 2.l インターネットの利用者数及び人口普及率の推移
(万人) (%) 
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|口利用者数+人口普及率|

※①平成9~12年末までの数値は「通信白書(現'1官報通信白書)Jから抜粋
②インターネット利用者数(推計)は、6歳以上で、過去1>1'-聞に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調査

の結果からの推計値。インターネット接続機首長については、パソコン、携;Mf電話 'P1-1 S 、 fj日;十l~l 幸R端末 (PDA) 、ゲーム機等あらゆ
るものを含み(当該機器を所有しているか百かは問わない。)、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用
等あらゆるものを含む

③平成13年末以降のインターネット利用者数は、各年における6歳以上の推計人口(国勢調査及び生命表等を用いて推計)に本調査で
得られた6歳以上のインターネット利用率を乗じてt'HH(平成14~19年末については、世代別にn出して合計)

④平成13年末以降の人口普及率(推計)は、③により推計したインターネット利用人口を国勢調査及び生命表を用いて推計した各年
の6歳以上人口で除したもの

⑤調査対象年齢については、平成11年末まで15~69歳、平成 12年末は15~79歳、平成13年末以降は6歳以上

(出展)総務省「平成20年通信利用動向調査Jhttp://www.soumu.go.jp/johotsusintok巴i/statistics/statistics05
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2.2 オープン型企業へのパラダイムシフト

図2.1は企業活動の 5つの基本要素を表しており、企業理念や経営目標に基づいた①経営戦略の策定、次

に経営戦略に従った経営システムとして

②オベレーションがある。この日常的なオ

ベレーションは有形・無形資産の運用であ

り、それを支えるのが③財務の機能と実行

を行う④人材や組織である。そして企業の

全社的な縦方向と横方向を繋ぐ⑤情報と

コミュニケーションの要素がある。

国領 [2001Jは、情報技術と経営戦略の
図2.1 経営活動の基本要素

出典・筆者作成 関連は、商品やサービスを直接企業内で生

産するプロセスだけでなく、顧客に届けるまでの一連のプロセスの手段や機能を制御する間接的な領域を含

めて考えるべきだと指摘する。オベレーションは、商品・サービスが顧客価値を生み出す全行程の供給過程

から顧客に届けられる工程まで、さらに顧客の評価がなされる時空間まで目を向けるべきであるとしている。

顧客に商品・サービスが届けられるまでの範囲を対象業務とし、情報技術による供給過程全体の連鎖がもた

らした変容について基本要素別順の①から⑤について論考する。表2.2の「オープン型企業へのパラダイム

シフト」では、企業活動の 5つの経営要素を基準として左側に従来型、右側にオープン型企業への変容をま

とめて順次説明をしていく。
表2-2 オープン型企業へのパラダイムシフト

従来型企業

|合理性効率性、株主還元

規模の経済性

範囲の経済性
ネットワークの経済性

探索費用
切替費用/ 調整費用

信用形成費用

関係性深耕費用

|製品組込

|マス マーケテング

|財務指標中 L

|管理指揮、命令を重視

部門最適(個別最適)
業務処理効率化

経営要素

よ11①経営戦略

②オペレーションの

合理性・経済性

11②いーシヨンの
取引費用

I1明ノ山〉

11②マーケテング
〉

11③財務会計
〉

1 [吋組織問〉

1 [⑤情報システム
〉

オープン型企業

顧客・市場ニーズの対応

社会性、人間性、共生

スピードの経済性

選択と集中/適正な事業規模

イノベーション/ビジネスモデル

スピード化情報共有

信頼関係の構築・外部連携

ロジスティックスの効率性

イノベーション/ピジネスモデル

社員・プロセスに組込

知識・人材価値創造

ワンツーワン、顧客価値創造

ネットによるビジネスモデル

関係性強化

有形資産の運用情報の可視化

非財務指標の重視

自律型、適応力、リーダー
フラット型組織構造、現場力

全社最適、取引先協調/協働

オープン・システム

情報資産活用・共有

出典.筆者作成

第 lの経営戦略(表中の経営要素①)は従来、合理性や効率性を追求し、財務指標を重視して利益を株主

に還元することが目的であった。新しいオープン型企業の戦略では合理性や効率性に加えて、顧客や市場の
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ニーズに応えると同時に、企業が社会性や人間性の性格をもつことが重要視されてきた。情報化が進み、企

業と顧客・市場の聞で商品・サービスの情報が行き渡り、情報の非対称性が崩れ、商品の価格や品質に関す

る主導権が市場に移り、また企業の倫理的な行動について監視の日が厳しくなってきた。

第2のオペレーション(表中の経営要素②)では、伝統的な規模の経済性、範囲の経済性、ネットワーク

の経済性に加えて、関係性の浸透度やスピード化による経済性の新しい変化が見られる。規模の経済性は情

報化によって、否定的な見方が多くなっているが、コモデイティ化商品を事業の柱とする企業や金融業界で

は大量生産や口座数の多少がコスト競争力の源泉となる。企業戦略の策定は業界特性、業界の地位、事業内

容の課題別にコストや資源状況の視点から分析を行い、適正な事業規模を模索する必要がある。ネットワー

クの経済性は、商品やサービスによってユーザー数が多ければ多いほど収益性が上がる場合と共通のサービ

スや標準製品の採用によって費用面が圧縮されるこ面性がある。地域への浸透や顧客関係性の深耕による経

済性はネットワークの経済性と似た概念で同じように二面性の経済性がある。情報のサービスは制御機能や

集中管理のもとで、地域や顧客に対して浸透度を上げ、収益の増大に寄与する。

情報技術が取引業務に寄与する経済性は、コンピュータ処理能力やデータ・ベース機能の進化によるもの

とインターネット技術によって a情報の探索や交換に要する通信コストの劇的な低下に起因するものがある。

その結果、取引先情報の探索、商談時の情報交換や市場に発信する情報が大量かつ飛躍的に速くなり、情報

交換サイクルのスピード化は双方の業務の効率化に貢献している。さらに情報技術が業務処理の効率化だけ

でなく、双方の経営サイクルのスピード化を進めている。また製品開発や生産に関する技術ノウ・ハウは従

来、差別化商品に組み込まれていたが、オープン型企業では差別化商品の開発だけでなく、業務プロセスや

現場のサービス対応が差別化されて顧客価値となり、優位性の源泉となっている。マーケテイングやセール

ス手法はマス・マーケティングが主流であったが、顧客が個別に要望する商品やサービスが開発され、顧客

の購買意思や購買心理と行動に合わせた独自対応が可能になっている。さらに情報技術はこのような変革的

なイノベーションだけでなく、買い物弱者と言われる高齢者や時間的制約をもっ消費者をターゲ、ツトに希望

商品をインターネットで受注し配送する、新しいビジネスモデルが本格化してきている。

第3の財務・会計の領域(表中③)では、判断や意思決定のスピード化が要求され、早いタイミングで正

確な資源状況を掴むことが必要である。金業内の全体最適化や資源配分の迅速な意思決定は、企業活動の財

務会計と管理会計の可視化された情報を共有・活用して行うことが出来るようになっている。

第4の人事・組織(表中④)の変化は、情報サービスの一元化機能によって組織構造がフラット化され、

伝達のスピード化がなされた。顧客や消費者と直面する現場側では自律性や柔軟性を以って迅速に対応が出

来、消費者の意見を汲み取り社内に対して改善策などの情報発信をする人材が要求されている。一方、雇用

者側の価値観は社会の多様化に同調しており、企業側は就業や雇用の形態、報酬制度などに関して多様な人

事制度によって雇用関係を維持・対応していかなければならない。

第5の情報システム(表中⑤)は、情報サービスの機能が部門聞を繋ぐ中心的役割となり、情報システム

化の目的が業務処理の効率化だけでなく、企業内において部門間の協調による全社最適解化を目指すように

なり、さらに取引先と連携・協働・利害調整の課題に取組むために可視化された情報のサービスが求められ

ている。企業は企業内だけでなく企業外のステークホルダーと可視化情報の共有化を進め、利害に関して相

互理解と合意を重ね、双方の経営品質を高めていく姿勢が必要である。システム化に際しては、各部門の間

で利害が対立することがあるが、経営者やリーダーは課題を共有して自ら参画し、部門聞の利害関係に関し

て双方の合意形成に協力と支援を行い、全社最適化の方向に導いていくことが重要である。

E 情報技術の業務活動への適用

情報技術は企業の価値創造のためにすべてのステークホルダーを繋ぎ、共通認識をするために情報共有化

と情報循環という共通言語の環境を提供する。業務j舌動と情報技術の適用は、共通の目的が経営品質とイノ
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ベーションであり、①マネジメント、②オベレーション、③ビジネス創造の 3つの領域に分類して、対象業

務の課題と活用について探究する。

3. 1 マネジメント

マネジメント領域の対象業務は、上位階層が行う経営戦略や資源配分の意思決定業務だけでなく、現場側

の活動において顧客目線で自律的に判断して取り組む対応業務も含まれるとする。対象業務の第 lとして戦

略やビジョンの共有化と社内や社外とのコミュニケーションに必要な情報共有である。情報化がもたらした

分散化と多様化の現象によって企業の理念や経営目標に対する求心力を失いつつあり、情報の共有化やヒュ

ーマンコミュニケーションによって全構成員の方向付けや動機付けの必要性が増している。

佐藤 [2004Jらは、従業員が共通の価値観のもとに一致団結した強い企業文化を持つ企業こそが優れた経

営業績を達成できる企業になり、強い企業文化の構成要素は理念、創業者や経営者の志、儀礼と儀式、その

運用、文化のネットワークであると指摘する。また、コミュニケーションに関して今井 [2002Jらは、情報

技術の革新はスピードの速さ、今後の可能性の深さ、社会的なインパクトの点で蒸気機関やエネルギーの革

新をした、かつての産業革命を超えるものを持っているとしている。情報技術革命が単に技術・経済だけの

問題ではなく私達の「くらし」と「いのち」に幅広くかかわっており、「経済文化jを新しく作り直す局面

にあると指摘する。インターネット技術は、人と人、人と組織、組織聞の情報のやり取りを変え、意思の伝

達方法や交流の仕方の「コミュニケーション」を変え、広い意味の「コミュニケーシヨン革命」を生み出し

ている。コミュニケーション革命がキーとなって、企業経営が基本的なところで変わろうとしているが、明

確なビジョンや戦略を展開して経営システムを実行していく社内だけでなく、顧客・消費者とのコミュニケ

ーションも重要な要素である。

第2は経営戦略やそれに基づく経営システムの策定である。経営戦略は外部環境の社会・市場・顧客や競

合企業の動向と企業内部の有形、無形の資源状況を照らし合わせ、その適合性や実現性を均衡させて策定す

る。伊丹ら [2004Jは、経営戦略に基づく経営システムは、顧客を終着点としてそこに企業が製品やサービ

スを送り届けるまでに行う仕事の仕組み全体の業務であり、策定業務は外部環境の市場・顧客や業界内の競

争に対応していくための戦略と仕組み全体の業務の実現について計画をすることであると指摘している。デ

イピット].コリス (Da吋d].Collis) ら [2008Jや沼上ら [2008JはマイケルE. ポーターの「ファイブ・フ

オース」モデルの競争戦略論は外部環境に重きを置いていたが、 1980年代後半から90年代初めにかけて現れ

たコア・コンピタンス論やケイパピリテイ論は企業内部に競争優位が存在すると位置付けている。「リソー

スト・ベースト・ビュー (RBV)Jの戦略論はこの対極にある2つのアプローチを結びつけるものであり、企

業固有の資源やコンピタンスの重要性を認識する一方で、これを競争環境の中に位置づけるのである。戦略

策定は有益な資源の組合せを見出し、計画や実行に展開していくことであると指摘している。

加えて、経営戦略や経営システムは業務プロセスの基本設計であり、その基本要件は、①顧客が顧客価値

に関して競争相手と比較して優位性を持つ「有効性」、②経営システムが資源の無駄や無理をなくし、構成

要素聞で統合的で全体最適性を有する「効率性」、③現在だけでなく将来の企業能力やブランド形成などの

蓄積に大きな効果を現す「波及性・持続性」、④さらに変化やスピードに迅速に対応する戦略の機動性の「柔

軟性・適応性」などが重要であると主張している。

経営戦略の意思決定や経営システムの評価・判断には、社内外の可視化された状態情報を必要とし、さら

に意思決定プロセスの透明化や説明責任の可能性を付帯的な要件とする。戦略の実行は基本計画と実行状況

の評価によって、計ー画に対する創発的な変更の必要性が生ずる。基本設計と実行状況は経営課題によって部

門や階層をまたがっており、多面的な特性要因や傾向性の分析を行い、擦り合わせを行う会議体の機能が重

要になる。計画を変更する勇気と擦り合わせを継続して行う根気が必要である。マネジメントの経営品質は

この仕組みの産物であり、情報環とコミュニケーションを継続する根気が源泉となる。
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3.2 オハCレーション

オペレーションは企業内の経営資源の運用であり、合理性や効率性を求めて業務プロセスの連携性や処理

効率を高めようとする業務活動である。オベレーションの領域は、マーケテイング機能の市場開発や商品開

発を初め、販売、生産、購買、流通・物流、サービ、ス機能を持っている。情報技術と各機能との関連は、各

機能の支援に留まらず、商品・サービスが顧客に届くまでの一連の業務プロセスが連携されて顧客にとって

顧客価値を、企業にとって競争優位性を生むことである。情報技術が内部資源やこの一連の業務プロセスに

おいて手法や手段のオープン化をもたらしており、従来との相違に関して、合理性と効率性の視点から次の

ように考察を行う。

国領 [2001Jは、情報技術と企業のオープン化の関連性について商品、ロジスティックス、経営資源の三

つの分野から次のように指摘している。第 1の商品分野では、情報機器やソフトウエアさらに家電や自動車

なと守デバイスを搭載している商品は、多面的な使途や機能に対応するインターフェースの標準化を公開して

いる。従来型の囲い込みの概念に代わって色々な機器接続の可能性が市場の需要創造を招き、自社製品のピ

ジネスに結び付くという考え方である。第2のロジスティックスの分野では、商品やサービスの商流と物流

の関連を全体システムとして捉えてコンピュータによるデータの交換や情報処理を可能にし、物流業務の標

準化と効率化を図っている。取引企業の数や適用アイテム数は飛躍的に増加しているが、梱包材や箱の大き

さと形状、配送の単位、配送頻度などを標準化して、顧客への配送方法や納期の要望にきめ細かく応えられ

るようになっている。第3の経営資源の分野では、人材、調達先、販売チャネルなどの経営資源がオープン

になることを意味している。人材資源では業務手順を明確化し、標準的な手法や処理方式を採り入れ、従来

の業務を他の人材や組織に肩代わりさせる手段として、外部人材の投入、シェアード・サービス、アウトソ

ーシングなどを導入している。またスピード対応や経営資源の適応性の視点から戦略的提携やM&Aの戦略

の選択肢も可能となっている。情報技術によるオープン化対応はこの 3つの分野で単独に試みられるばかり

でなく資源状況や成熟度に応じて組み合わせをすることによって、相乗効果を生みだしている。コード体系

等の情報の標準化が企業内の機能プロセスや業務プロセスの標準化に発展し、経営の合理化や効率化に寄与

している。

効率性の視点では会計上の収益とコストの両面がある。収益面では、販売高増大のために市場や顧客の獲

得、店舗販売、受注活動、契約取引、納入や債権回収などの一連の販売活動に、データ・ベースやWeb技術

を広く活用している。情報技術は企画段階では商品企画や標的市場の絞り込みに使われ、販売促進の段階で

はメディア・ミックスによる広報・宣伝からワン・ツー・ワンマーケテイングに導き、濃密な情報によって

成約に結び付けるなとεの活動に役立っている。また顧客維持の段階では顧客管理、受注管理、債権管理の業

務だけでなく、良好な関係性構築のために必要な多面的な情報サービスの提供がされている。代表的なアプ

リケーション概念として顧客リレーションシップ・マネジメント (CRM)がある。

次に、コスト面では、製造原価、販売管理費、一般管理費として勘定される活動費用について考える。製

造原価は、直接製造にかかわる部材の購入費、製造労務費や減価償却費が主なものである。仕入・購買の業

務は生産計画の情報に基づいて調達業務に入札単価・品質・納期などの条件面の交渉や調整をする。生産

計画には変更が付きものであり、調整作業は費用を発生させる。調整作業は自社内の関連部門だけでなく、

供給先、下請け、協力工場などへの交渉を伝達や確認作業を行う。販売部門は取引先と受注情報の精度向上

に努めるが顧客の要望を制限することは難しい。変更情報や段取り情報は関連する企業に可能な限り早い段

階で連絡して情報を共有化し、直接的なコミュニケーションも交えて最善の方法を模索する。双方の企業が

お互いの損失を最小化するために資材発注、在庫の納入方法、生産技術や生産方法に関して変革的イノベー

ションを検討するなどの試行と努力がなされている。代表的なアプリケーション概念としてサプライチェー

ン・マネジメント (SCM)がある。販売管理費は商品企画、広報宣伝、一連の販売活動で発生する費用を言い、

活動や運用の販管費は大きな比率を占め、その縮小化の改善努力がなされている。

最後の一般管理費は、全社的な企画管理、人事・組織、会計財務、情報システム部門の活動や運用の費用
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を指す。業務内容は各部門の活動データの収集処理と情報の分析や伝達、保存、編集と報告書作成等のデー

タ・情報を基本とする業務である。また情報を基本として会議、報告、連絡、他の経済体とのコミュニケー

ション機能を中心的な業務とする。業績や資源の状況情報は部門聞の利害調整や交渉、経営課題の解決、評

価や対策のための分析業務に寄与している。現場側でオベレーションが正しく活動されて、その写像データ

は収集、処理とデータ・ベース化されて、情報が多目的に編集加工されて活用される。オベレーションの基

本は正直な活動と正しい情報を企業経営に活かしていく情報文化を作り上げることが肝心である。

3.3 ビジネス創造

情報技術を活用したビジネス創造の領域には、伝統的な業務プロセスの再構築をするものと商品開発から、

販売方法、ロジスティックスに至るまで新しい手法によるビジネスモデルがある。筆者 [2004Jはインター

ネットマーケテイングについてマーケテイングの基本的な 4Pに従って次の指摘をしている。①商品力を高

めるためのマーケティングリサーチはインターネットを活用し、さらに顧客との間で協創型開発を可能にす

る。②価格設定は購入と販売の両面でスケールメリットを、生かした共同購入モデル、オークションモデル、

リパースオークションモデルなどの新しい手段を使う。③市場・顧客と流通チャネルの聞の情報伝達は立地

条件や市場浸透の課題やバーチャル空間上の品揃えや物流過程の在庫確保について効率化とスピード化を可

能にする。コミュニテイへの伝達はそこで生まれる共感と交歓の情報循環機能も行う。④販売促進はリーチ

やリッチネスのメディア機能によって商品情報提供、来庖誘導、ワン・ツー・ワンマーケティングを進める。

さらに色々なWeb技術が細かいマーケティング手法を支援する。⑤新規顧客の獲得や既存顧客の中から優

良顧客への醸成などは販売実績や顧客購買履歴の情報を活用してコミュニケーションを伴って良好な関係性

の維持と顧客価値創造に寄与する。

石井ら [2004Jは、既存の事業から派生的なビジネス創造を提起している。情報技術は従来の経済性に加

えて融業化によるビジネスを派生させると指摘する。融業化とは従来の業種概念を変え、縦と横の二つのタ

イプの融業化が考えられ、縦のタイプはメーカー、却、物流、小売というレイヤー聞の協力的な融合化であ

る。情報は縦に連鎖することによって各組織間で意思決定が同期して行われ、速度の経済となる。横のタイ

プは輸送業者が物販に乗り出し、小売業が金融に進出、金融業の会社が情報サービス業に進出するなど、事

業横断的な融業化である。情報を核にして新しい多角化事業は、事業基盤、インフラストラクチャー、遊休

資産の活用と各機能の組合せや補完によって範囲の経済性を発揮して新しいビジネスモデルの展開を可能に

している。事業基盤には有形資産と無形資産の商品開発力、マーケテイング力、流通チャネルの力、情報資

表3.1 情報技術と業務活動への適用

情報技術 デ コ¥ 業務活動への活用と手法

コンピュータの基本操作
、、、

戸 L ① 戦略 ピジョンの共有社会性、人間性の重視
コ i賓算、記憶・保存、制御、入出力 a理 IzE+ι子 マ 経営品質 プロセスの可視化、迅速な意見決定ン

ヰン、ビ デ+ケl 戦略の機動性(再編成、提携、統合)
ニL 有効性、効率性、波及性・持続性

データベース 1議シ メ
社内コミュニケーション 多様化対応タ 開発技法、コンテンツ、共同利用 タヨ ン

ベ+ン ト 顧客・消費者とのコミュニケーション

通信・コミュニケーション jよt面f象 報告 イ
合理性と効率性追求、全社と企業間最適化企業関データ交換 ノ

② オ

器喜 語
ベ 情報共有と協働化・調整機能イ ベ 自律化回現場力強化ン ン レ 関係性マーケテイング (CRM)タ 光通信・大容量・スピード伝達

相臨
ヨ
ン ン 1 Tマーケテイング

耳、 ヨ 市場開発・商品開発・ 4P、広告・宣伝・フォロー
y 

d議~ 、 経，出w 
J 、 サプライチェーン・ 7ネジメント (SCM)ト 双方向。検索技術とパーソナル通信 繋
効果 ロジスティックス リーン消費、 J1 T. VMI 

E '1 
質 多様化対応 人事施策、就労・就業

編集 手i 
ウ、〆

映像、大量の情報 Jレ 、、、
③ ピ

新しいビジネスモデルとコミュニケーション
コンテンツ配賦 警s

1 Tマーケティング
像映 ア リーチとリッチネスの両立、リアjレとバーチャル

"" N イ ン、，
の併存、マッチング、リコメンデーション。5 、〆 ネ

音 ビジュアル グ ス 新しい市場セグメントへの進出
声

7 創造 既存市場セグメントの深耕と浸透 融業化
¥ ノ 市場協創型新製品開発や事業構造

出典'筆者作成
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源等がある。インフラストラクチャーには有形資産である工場、庖舗網、配送網、物流基地、情報網があり、

遊休資産の活用には、とくに有形資産の土地、工場、倉庫などの再生や活用の課題がある。

以上経営システムの 3つの視点別に情報技術と業務活動への適用についてまとめたものが表3.1["情報技術

と業務活動への適用」である。

経営システムは企業の歴史とともに培われた企業基盤に依存しており、企業基盤は創業者や経営者の志、

リーダーシップ等の企業文化や儀礼・儀式の運用による企業体質によって形成されている。業務活動はこの

企業文化や企業体質の属性に依るところが多く、経営課題の経営品質やイノベーションに対する考え方や姿

勢も同様のことが言える。経営課題の取組みには経営品質とイノベーションが共通項であり、マネジメント、

オベレーションの効果、新しいビジネス創造には新しい論理的手法や技術の導入が必須となる。しかしその

取り組みには人間系の感性的な抵抗感や保守性・守旧性が働き、イノベーションや新しいビジネス創造の定

着化には様々な要因と障壁が立ちはだかる。論理的手法や技術の導入には共通言語としての情報環を活用し、

人間系の感性的な保守性の抵抗には場に即したコミュニケーションが重要な役割を果たす。関連する参加者

全員は明示的な目的と確かな計画のもとで情報を共有し、実行と評価を短期的なサイクルで繰り返し、学習

を重ねて粘り強く実行を継続することが大切である。

N. 未来の経営システムの要件と情報技術の活用

未来の経営システムの課題は、まず先行研究を整理、共通項のイノベーションと経営品質を確認し、基本

機能として情報環とコミュニケーションを特定し、その推進機能として 1Tケイパビリティ、プロフェッシ

ヨナル思考、組織学習について探究する。

4. 1 未来経営システムの先行研究

ゲイリー・ハメル (GaryHamel) [2008Jは、現在の企業経営は限界に達しており、新しい経営システム

としての新しいモデルの登場を指摘している。その背景には変化のベースの速さ、束の間で消える優位、既

存の技術を駆逐する画期的技術、従来の秩序を破壊する競争相手、細分化された市場、絶大な力を持つ顧客、

反逆する株主などの理由を挙げている。経営システム全体の経営課題は共通項としてイノベーションがあり、

商品・サービスを顧客に届けるまでの全業務プロセスではマネジメント領域の経営品質、オペレーション領

域の合理性と効率性、ビジネス創造の領域で商品・サービスの開発と、それを届ける新しい仕組みがある。

企業の価値創造には組織の構造や役割を変革するためにあらゆるステークホルダーとの協力関係を見直

し、再編成をして結び直すことがイノベーションといえる。重要なことはこのイノベーションはすべての社

員の任務と業務であり、経営ビジョンと経営戦略のもとで改革の意識と具体的な経営課題を共有することで

ある。事業戦略や商品・サービスのライフサイクルが短くなってきており、イノベーションは企業がその成

功の持続期間を引き延ばす事が出来る唯一の方法であると認識し、その実行を継続することである。

また、フィリップ・エパンス (PhilipEvans) ら [2001Jは、従来の経営戦略による経済作用と効果が情

報技術によって変容し、経済個体の粋の繋ぎ方を変える施策を指摘している。提起しているデコンストラク

ションの概念では、現状の事業構造を分解、評価・分析を行った上でビジネス・プロセスの再構築を行うべ

きだとしている。ビジネス・プロセスの再構築は、①中心的概念として顧客本位と全体最適化を図り、②組

織や管理体制はフラット化した組織構造にし、管理型をコーチング・スタイルに転換、③求められる人材は

自律型でプロフェッショナル思考を以って業務に従事する、④経営者の役割の変化はリーダーシップとコミ

ュニケーションの強化をすることを挙げ、課題別の視点で方向性を定めて実行することであるとしている。

情報とモノの経済作用は異なる働きをすることや情報技術によるスピードの経済性の効果を認識し、情報シ

ステムの対応は迅速な情報サービス提供と 1Tケイパピリテイの側面から考えるべきだとしている。
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4.2 未来の経営システムの要件

2つの先行研究の共通した指摘は、イノベーションが最優先課題であり、ビジネス・プロセスの再構築に

より経営品質を練磨すべきだとしている。企業経営は持続的な成長のために合理性や効率性、さらに社会性

や人間性の命題に取組む経営品質が求められている。企業の目標は従来の財務指標だけでなく非財務的な人

的資源、組織資源、情報資源に移り、その資源の力によって経営品質を高め、イノベーションを進める相互

補完の関係性を持っている。イノベーションの目的は研究開発の成果と市場の動向を均衡させながら戦略的

な資源配分を行い、既存のブランドや顧客資産などの無形資産を充実させ、さらに商品やサービスが顧客に

届くまでの一連の業務プロセスの優位性を追求することである。イノベーションへの取り組みは企業の内部

や外部に発生している情報の収集や交換を進め、刺激的な情報を学習するためにすべての組織構成員の知識

と結合させる仕組みを作ることである。経営者は経営ビジョンや経営戦略のメッセージを社会や企業内に発

信し、外部に対し企業の存在感や企業イメージを高め、その反応として社内外の色々な意見や情報を有効な

社内資源に変換させることである。

未来の経営ビジョンや経営戦略はオベレーションの活動過程を包摂する基本機能の情報環とコミュニケー

ションとその推進機能の情報関連機能について図4.1I未来経営システムの要件」で示した。情報関連要件

の第 1は、経営ビジョン(図中①)は社会・市場・顧客の外部情報と企業内部の各種資源の配分や組合せに

よってオペレーション(図中②)がなされる。要件の第2は、オベレーションは情報処理が行われ、情報環

となって、流通(図中③)し、組織内のコミュニケーションと知識によって新たなe情報創造がなされる。要件

の第3は業務処理の場において事象が知識に感知(図中⑤)し、場の 1Tケイパピリテイやプロフェッシヨ

ナル，思考を伴って、組織学習が行われて創発的な戦略や行動を生み出す(図中⑦)。オベレーションを包摂

する情報環とコミュニケーションの機能が未来の経営システムのダイナミズムであり、 3つの要件に加えて、

経営システムの有効性を剖目するために、社会・市場・顧客の外部情報(図中⑧と企業内部資源との適合度

(図中⑨)を均衡させて創発していく必要がある。

今後の論述では創造的経営システムと命名する。基本的な情報機能関連は外部環境の情報や企業内部の情

報環(データ・情報・知識)と組織内の知識資産が感知と創発を相互に行って経営戦略や経営資源との適合

度をチェックし、学習された力は組織能力となって企業能力に大きな貢献をする。創造的経営システムの基

本機能は情報環とコミュニケーションを活用して経営に活かすことであり、その基本機能を推進する 2次的

な3つの推進機能として ITケイパピリティ、プロフェッシヨナル思考、組織学習を特定し、次節から探求

する。

①経営ビジョン

経営戦略

①業務自標

行動目標

図4.l 未来経営システムの要件

" 

c[社会・市場・顧

客クレーム・要望

(情報と知識資産)

、、、

， ， 

出典目筆者作成

、、、

， ， ， 
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4.3 I Tケイパビリティと各部門の役割

ゲイリー L. ネルソン (GaryL.Neilson)ら [2008Jは、戦略実行力とは社員たちが持つ情報と自己の利

益に従って行動した無数の判断や意思決定の産物であるとしている。 B&Cの調査では、経営者が社員の行

動に影響を及ぼす4つの基本要素として①意思決定権、②情報活用、③動機付け、④組織構造、を特定している。

調査の結果によると行動への影響は情報活用が l位であり、次が意思決定権であると報告している。多くの

企業変革では組織構造や人事報酬体系の見直しによる再設計を着手しがちであるが、戦略実行力の影響度か

ら言えばそれほど効果はないことを報告している。情報活用とは重要な情報が即座に上位層や本社部門に伝

えられ、情報が組織部門を越えて自由に流通し、活用されることである。現場側の社員は日常的な判断や行

動に必要な情報を望み、自律的なオペレーションに活用し、上位層は担当事業の業績評価の結果をタイムリ

ーに入手できることを期待している。

情報の活用力は 1Tケイパピリティと呼ばれ、情報システム部門からのタイムリーな情報サービスを有効

に活用するだけでなく、もっと広義な経営活動に情報を活用する。経営活動と情報活用は、両面から相乗的

にあるいは補完関係によって経営指標の達成のために情報の活用を進めていかなければならない。 1Tケイ

パビリティとは経営システムの業務処理を行う際、情報環とコミュニケーションの機能が有効に働くことで

ある。経営者、ユーザー部門そして情報システム部門の三部門がミッションを夕、イナミックに実行する役割

と関連図を表したものが図4.2I経営層、ユーザー部門、 1 T部門の役割」である。

1 T部門

-ITを利用する環境
を整備し、サービス提

供する部門

@ 経営の意思決定

@ 経営企画管理部門

企画:合意

評価:共有 ユーザー部門

@ オベレーションを情幸授
を利活用して効率的に遂行

する組織

図4.2 経営層、ユーザー部門、 1T部門の役割

出典・国領二郎 [2004Jr I Tケイパピリティ』を参考に作成

第lに、経営層は経営指標の達成が目的であり、主な業務は経営戦略とその進捗状況を注視し、内部資源

の適合度をチェックすることである。意思決定用の情報提供を受け、迅速な意思決定を行い計画と語離があ

る場合には、原因分析や困難な状況を支援することである。第2に、ユーザー利用側は情報システムを活用

して業務活動を行い、業績に貢献する。業務処理は情報処理システムに業務活動の写像データを正しく入力

し、作成されたデータ・ベースによって結果や資源の状態を評価・分析して次の計画に活かす。第3に、 I

T部門は経営層やユーザー部門の要求に応えて戦略的で有効な情報サービス機能を構築し、そのために企画・

開発・運用部門の組織を運用し、情報サービス力を強化する。

全社的な ITケイパピリテイの強化は、 3部門が経営戦略に関して共通認識に立ち、経営システムと情報

システムの整合性や連携性を確認し、情報環とコミュニケーションの有効性を高めることである。情報シス

テムの企画フェーズでは3部門が合意形成を行い、稼働フェーズでは3部門による評価と問題点の抽出を行

い、システムの進化を練ることが大切で、ある。情報システムには正しく業務を行なったデータの正しい入力
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が前提であり、データ・ベースの信頼性と正確性が大前提である。正確な経営資源や組織状況が情報システ

ムに反映されるためには企業体質として経営品質と情報活用の意識を一体化して高めて行く必要がある。

4.4 プロフェショナル思考と組織学習

日常の経営活動では情報や知識やコミュニケーションを伴って精度の高い意思決定や判断業務を行う。業

務処理と情報処理は同時的・同義的であり、その機能の有効性を高めるプロフェッショナル思考と組織学習

を2次的な推進機能として位置付けて考える。

プロフェッショナル思考は、業務処理の流れに沿って情報が示す意義の感知の作動が、個人や組織の知識

と結合し、内省化や概念化がなされ、創発的な改善やイノベーションに結びつく試行や行動に連鎖する。こ

の一連のサイクルが有効的な思考方法であり、プロフェショナル思考と定義をする。遠山ら [2006J はガル

プレイスの理論を参考にして組織の情報処理
組織学習のサイクル

モデルは業務処理能力と等価的な変換装置で

あると指摘している。プロフェッショナル思

考はこの変換装置の概念と類似したものであ

り、その有効性は情報を基本として感知力と

プロフェッショナル思考の力によって決まる。

感知力とは業務処理実行の情報と接する時点

における驚き・感動・異常発見等の注視目線

での能力である。プロフェッショナル思考は

緊張感のバイアスがかかった場においてノウ・

ホワイ(KnowWhy) の思考回路を作動させ、

動的文脈の状況把握や事実確認がコミュニケ

ーションを通じて行なわれる。

情報には本当の真実、表面的な一見事実と

図4.3 プロフェッショナル思考と組織学習 見える、仮定的な事実、事実としての報告、

出典筆者作成そして希望的な内容などが混在し、真偽性と

濃淡の多義的な事実を持っている。業務の大半は定型的に処理が行なわれるが、目標値や計画値と異なる事

象、市場や顧客の変化や要求内容、社内プロセスの無理・無駄の状況に鋭く反応する感知力が重要である。

ノウ・ホワイ(ぬlOwWhy)の思考回路からノウ・ハウ(KnowHow)の指示回路に繋がる。

組織学習は状況把握と事象分析による原因解明と創発的な仮説や協調的な行動に発展する。プロフェッシ

ヨナル思考と組織学習のサイクルの関連図を示したのが図4.31プロフェッショナル試行と組織学習」である。

ノウ・ハウ(KnowHow)の指示回路において創発される予測や試行は適合性や効率性の視点から評定がな

される。プロフェショナル思考と組織学習は個人や組織の業務の場で事象を感知し、ノウ・ホワイとノウ・

ハウの思考過程を循環して改善とイノベーションの文脈的組織能力を形成する。

組織学習について、ピーター・センゲ (PeterSenge) [1995Jは、強い組織になる方法は内部のすべての

組織構成員が学習への意欲を持ち、学習能力を高めようとする組織運営にあると指摘した。ダニエル・キム

(Daniel Kim) [1993Jの個人の学習と組織の学習に関する理論によれば、学習とは知識の習得と技能の習得

の2つの側面があり、知識は「なぜJ(ノウ・ホワイ)と技能は「どのようにしてJ(ノウ・ハウ)から構成

されている。この2人は個人学習や組織学習の重要性を強調した。学習する組織の狙いは、まず業績を上げ

るための競争優位を構築し、次いで顧客との良好関係を築くことであり、競争優位や顧客との関係性の課題

に積極的に取り組むことであると指摘している。学習は現場で行い、積極的な参画姿勢が大切であるとして

いる。デイビッド・ガービン (DavidGarvin) [2008J らは「学習する組織Jで学習効果の有効化は情報を

基本とした形態が望ましいとしている。
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組織学習は効果が短期的に表れるものはきわめて少ない。組織学習は日常の業務活動の中にデータ・情報・

知識を基本に論理的な分析や解決手法を追求するプロフェッショナル思考のサイクルである。プロフェッシ

ヨナル思考と組織学習の目的は、競争優位や顧客関係の維持だけでなく、経営品質や業務処理の効率化であ

り、手段として'情報環やコミュニケーシヨン機能を活用する。さらにこの 3つの推進機能は補完作用を繰り

返しながら組織能力を強めていく。試行や実行の段階では組織内の実情や率直な意見を取り入れ、参加型の

合意形成と実現可能性を求めていく。リーダーは一部の参加者の一時的な言いっぱなしゃアイデイア倒れに

ならないよう実行状況を剖目し、評価や次の施策に関して関心とコミュニケーションを継続する「見届け」

をしていかなければならない。

V. ニ層型システム構造の創造的経営システムの提起

創造的経営システムのオベレーションに直結する構成要素はオベレーショナル経営システム、プロフエツ

ショナル経営システムとオベレーショナル・サイエンスがあり、共通した基本的な機能は情報環やコミュニ

ケーションである。筆者 [2008Jが提起している二層型の創造的経営システムを整理し、二層に分離する分

別基準のオベレーショナル・サイエンスとシステム構築上の戦略牽引力について論じる。

5. 1 創造的経営システム

企業環境は変化のペースの速さ、束の間で消える優位、既存の技術を駆逐する画期的技術、従来の秩序を

破壊する競争相手、細分化された市場、絶大な力を持つ顧客、反逆する株主などによって不確定要素の多い

状況にある。企業経営は資源やオベレーションの効率性に加えて、社会や市場の力が強く働き、社会性と人

間性の視点からの課題が急速に比重を変えている。社会性の視点ではコンブライアンスの側面から法令遵守

や行動基準に基づく業務活動、環境対応などの側面では地球環境保護や地域との共存・共生の関係性や企業

のCSR活動などに関心が集まっている。人間性の視点では人権の尊厳性や働く人間の喜び、満足感、価値

観の多様性が進み、従来の一元的な就労観や就業観に変化がみられる。経営資源のオープン化は人材の流動

化現象を招き、人材の多様化に応じて人事制度や報酬制度の見直しを求められている。ヒトが中心となって

持続的成長を考え、戦略策定や企画立案をし、業務の実行に汗を流しているのである。その企業のヒトすべ

てが価値観を同一にし、満足度を充足させる一元的な人材の管理と運用は無理で、もはや限界にきている。

このような企業環境の多次元化や業務プロセスの変革による効率化、従事するヒトの多様化が進む現下に

おいて、従来通りの一元的な経営システムによって業務処理をする方法は限界にある。この認識と背景から

業務従事者を 2つのグループに分けて2つの経営システムのいずれかと対になって業務処理に当たる、新し

い創造的経営システムの概念を提起する。

創造的経営システムの基本的な目的の 1つ目はすべての対象業務について基準以上の業務処理の品質を担

保することであり、定型的な業務は規定の手順に従う。 2つ目は改革やイノベーションを進める能力を強化

することであり、現場の自律性に判断業務を権限移譲することである。実装的な 2つの経営システムは「オ

ペレーショナル経営システム」と「プロフェショナル経営システム」で二層型のシステム構造である。「オ

ベレーショナル経営システム」は企業内の部門聞や関係先企業との業務の連携性や手続きについて取決めを

し、マニュアルに基づく定型的処理を行う。特徴は定型的、手続き的、デイシプリン型の経営システムであ

る。もう lつの「プロフェショナル経営システム」は市場・顧客の変化や要望に適応していくために、現場

側に業務プロセスの相互補完や業務ルールの権限を委譲し、迅速かつ柔軟な対応を出来るようにする。特徴

は現場型、非定型、自律型、創発型である。業務処理が現場型で自律的な判断や学習によって行われた結果、

イノベーションに対する意識を高め、プロフェッショナル思考や創発力が累積されて組織能力を培うことに

なる。
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5.2 ニ層型システム構造

創造的経営システムは図5.1I二層型の創造的経営システム」の概念図で示される。業務プロセスに対応

してオペレーション領域の業務処理(図中①)が始まる。業務処理=情報処理は業務スキルや経験でグルー

プ分けされた業務従事者によって業務範囲や処理基準の異なるこつの情報処理システムによって行われる。

情報処理システムは lつが上部のオペレーショナル・経営システム(図中②)対応であり、もうひとつが下

部のプロフェッショナル・経営システム(図中③)対応である。 2つの情報処理システムの区別は業務プロ

セスの範囲やビジネス・ルール、業務ルールの基準に基づいて分類され、オベレーショナル・サイエンス(図

中④)と呼ぶ分別機能である。業務処理は定型的、非定型的等の処理特性の二重性を持つ二層型システム構

造の情報処理システムの手順に従う。

設計概念の第 1は、経営改革を進めるために、業務処理がコンブライアンスや規制など変えてはいけない

範囲を固定化し、業務範囲によってはビジネス・ルールや業務ルールなど柔軟に対応する業務プロセスを区

分する。柔軟に対応する業務プロセスや業務ルールは経営戦略や経営システムの管理手法と整合性、連携性

を持たせる。第2の業務従事者のグループ分けは業務スキル、改革や協調性意欲、リーダーシップ、体力・

持久性、仁徳・倫理観などの能力を基準にする。すべてのヒトがすべての業務処理を同一基準で行うのでは

なく、自律性や業務スキルの高い人たちは自由裁量や柔軟対応の権限を移譲され、改善やイノベーションを

加速する方向に力を注ぐ。具体的な例では、一元的な情報システムは菓議手続きや相談など余計な負荷と時

聞を強いるばかりでなく、組織の自律性を阻害することを改めるものである。

オベレーショナル経営システムは基幹的な対象業務が多く、経営戦略から経営システムに展開され、企業

内の関連部門間と連携作業や利害調整を行うだけでなく、企業外の取引先や協力会社聞でも連携性や利害に

関して主張と譲歩の調整作業を進め合意形成を行う。双方は長期的な視点と全体最適化の視点に立ち、情報

関連機能、ビジネス・ルール、業務・ルールに関する課題について調整や合意を進める。情報システムの構

築はこの事前合意に基づく要求定義に従って開発フェーズに入る。

業務プロセス ② オペレーショナル・経営システム

定型型

手続き型(デイシプリン、管理統制的)

③ 

非定型的

自律・柔軟型

(⑥プロフェッショナル思考・組織学習)

図 5.1 二層型の創造的経営システム

④ オペレーショナル・

サイエンス

l ビジネス機能関連

2 機能間業務フロー

3 経営資源の関連

4. ビジネスルール

5.業務ルール

6.経営戦略と改革領域

7.情報の活用度

8.組織・レベル・改革度

9 対象者と内容

10評価・交替基準

出典.筆者作成

プロフェショナル経営システムは顧客・取引先の変化や要請に対する個別の柔軟対応と迅速化を第一義的

な目的とするが、もう lつの目的は市場や競合に関する外部情報と企業内部の資源情報を照合させ、経営戦

略に素早く反映させる意義を持っている。経営戦略への反映は各業務の設定目標値と進捗状況の把握によっ

て適合具合を分析し、資源配分や戦略的行動に反映する。試行的で段階的な特性をもっシステムとも言える。

自企業と取引先の聞や企業内の組織聞において双方の利害が対立し、両者の合意や調整作業は困難な状況
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に陥ることもある。調整作業は全体的最適化に向けて、条件的交渉や歩み寄りの解決に改善手法や技術的な

方法の導入等の施策を検討する。上位経営者はこのようなイノベーションに関する課題を共有し、活動を進

める環境を作り、現場側のイノベーションに対する意欲と一連の学習活動を支援する。現場側では自律的な

改善やイノベーションの創発を継続的に学習することである。両方の経営システムは ITケイパピリティの

推進力に依拠し、プロフェッショナル経営システムはプロフェッショナル思考と組織学習(図中⑥)に拡大

させて(図中⑤)他部門にまで連鎖させ、全社に改善やアイデイアを伝搬、共有されて増幅される仕組みを

作る。学習による知識の蓄積は組織能力に転化され、さらに進んだ改善やイノベーションの推進力となり、

マネジメントやオペレーシヨンの経営品質に貢献する。

5.3 オペレーショナル・サイエンス

オベレーショナル・サイエンスとは2つの経営システムの分岐基準であり、分岐基準は]UAS業務システ

ム体系 [2004Jのビジネスシステム定義から 5つの対象視点によって決めている。 5つの対象視点とは ① 

ビジネス機能関連図、②機能間業務フロー、③経営資源の関連、④ビジネス・ルール、⑤業務ルールである。

表5.1Iオペレーショナル・サイエンス機能のピジネス・プロセス、業務プロセスJは5つの対象視点と目的

及び内容について整理したものである。

表5.1 オベレーショナル・サイエンス機能のビジネスプロセス、業務プロセス

対象視点 目的 内容

①ビジネス機能関連図 -企業や事業のビジネス機能を把握、職務 -企業や事業活動をビジネス機能として認識
/機能、業務遂行責任範囲と業務構造を 1.遂行責任/管理責任の範囲
明確化 2.他のビジネス機能との連携度と範囲
-企業や事業の目指す機能のオペレーション 3.戦略上の優位性と差別化機能
の全体的構造把握 -職務分掌規程、職権限規程、組織図およびビジネス機能
-ダイナミックな変化対応の準備 の職務/機能と照合整理

1]:機能間業務フロー -ビジネス機能聞の業務処理のフロー -オベレーション(企業内の業務活動と関連企業の連携、
ダイナミックな変化対応と適応 顧客に商品・サービスを届けるまでの業務フロー)

-取百|先、供給先、関連会社との機能間対応

③経営資源、の関連 各経営資源に関して業務活動上の時間と 各資源とは1.ビジネス関連基本情報、 2商流、 3物流、
空間域の状態・状況を認識可能 4金流、 5人材、 6施設/機械整備

④ビジネス・ルール -可変と普遍の区分 1.役割分担上のルール(職務分掌規程、業務規程)
-理念やコンブライアンス・行動基準遵守 2職務遂行上の権限ルール(権限規程、管理責任)
-変化対応と適応 3.人材・スキルの資格/生産性評価基準のルール
-規制j (職能管理規程、人事考課規程)
-ビジネスプロセスと経営資源、の取決め 4.経理処理ルール
-ビジネスプロセス聞の繋ぎや下位の業務 (経理規程、購買管理規程、債権債務管理規程)
プロセス聞との権限、規約、判断基準な 5機械整備/部材・資財の管理ルール
どを定義する。 (設備管理規程、在庫管理規程)

6顧客管理ルール
(顧客情報管理規程、機密管理規程、与信管理規程)

⑤業務ルール -ビジネスルールに準拠し下位の業務プロセ -ビジネスルールや業務ルールと情報システムとの対応を整理
ス上の業務処理場の権限、規約、判断基 する。
準を定義する -業務判断と情報サービスの内容
-ビジネスデータの処理や判断ルール、許容
に関係する。

出典:]UAS rエンドユーザーによるビジネスシステム定義の進め方』を参考にして作成

2つの経営システムの分岐基準は経営改革の範囲を決めることから始め、経営改革を進めるためには全社

的な経営戦略や重要経営課題の明示が前提となる。一般的な経営改革と情報システムの整合性は5つの対象

視点別に現状業務の状況把握と管理をすることの可能性について現状分析を行う。分析の目的は①企業・事

業の基幹業務構造の認識、②基幹業務上の問題点、③基幹業務上での競争優位性/差別化の作り込み、④基

幹業務の組織設計の基本認識、⑤業務システム/情報システムの構造、の状況把握と管理の可能性の実態を

掴むことである。業務の対象範囲は現状分析と経営戦略の両側面から柔軟性と硬直性、一元性と多様性、普

遍性と変容性の対極基準によってその範囲を決める。

全社のビジネス機能関連(表中①)の対象範囲は、業務フロー(表中②)に関連する該当部門聞の基本的
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な情報である商流、物流、金流の連携性(表中③)と業務処理に関わるビジネス・ルールと業務ルールの定

義や情報システムとの関連性によって確定する。ビジネス・ルール(表中④)とは、上位ビジネス・プロセス

と下位の業務プロセス間での権限、規約、判断の基準等を定義して事業活動や経営資源に関する内容を整合

させ、整理したものである。具体的なものは、①役割分担上のルール(職務分掌規程、業務規程等)、②職

務遂行上の権限ルール(権限規程、管理責任等)、③人材・スキルによる資格/生産性上のルール(職能管

理規程、人事考課規程 等)、④設備/部材・資材の管理ルール(設備管理規定、在庫管理規程等)、⑤経理

処理ルール(経理規程、購買管理規程、売上請求管理規程等)、⑥顧客管理ルール(顧客情報管理規程、機

密管理規程、与信管理規程等)がある。さらにビジネス・ルールに準拠した業務Jレール(表中⑤)は業務処

理上の権限、規約、判断基準等を定義したものとなる。情報システムの構築はユーザー部門が要求定義や情

報サービスの要求アイテムを定義するばかりでなく、このオベレーショナル・サイエンスの分岐基準の設定

に関して対象範囲、システム構造の柔軟度、ビジネス・ルールと業務ルールについて主導権を持って検討を

進めていく。

5.4 新しいシステム導入のための戦略牽引力

イノベーションは色々な要因が干渉をしあい、時間経過とともに進んでいくが、新しいシステムの導入と

定着には論理的な技術面の要因と人間的な保守・感情の要因が作用する。 2つの要因は多くの小さな要因群

の集合であり、一般的には対立をし、多くの局面で負の相聞を示す。経営者やリーダーは実行を進め、牽

引する戦略牽引力としての要因に気を配ることが大切である。図5.2Iシステム導入と技術軸、人間軸、戦

略牽引力」では 3つの要因群をベクトル軸として

捉え、一般的な進行の過程を 3つのステップで特

定している。第Iの仮説・抵抗ステップは新しい

経営に必要なプロセスの変革の方向性を明示する

が、人間軸の守旧派が論理的な解決策に異議を唱

え、感情的にも抵抗を示すステップである。第2

は試行や実行がなされ、関係者はモニタリングさ

れた結果を評価し、分析や学習を行う。新しいシ

ステムは現場側の業務プロセスと擦り合わせを行

い、蛇行の軌跡を取るステップである。第3の認

知と定着化のステップは上位層や外部の取引先か

ら評価がなされ、業績面においても結果が出る、

抵抗

守旧

システム技術軸

(論理解)

価

着
評

定

暖昧な概念 具現化

(BPR.事業創造)

人間軸

完成・守旧

図5-2 システム導入と技術軸、人間軸、戦略索引力

出典:高木晴夫『企業組織と文化の変革Jを参考にして作成

または期待が出来るなどの見通しが立つ。

各軸は多くの要因からなる要因群であり、この

要因の中には相互に干渉を持つ共分散的な関係、時間と場によって変わる変量変数などの特性を持つものが

多い。表5.2Iシステム導入におけるベクトルとその要素」では要因群を持つ 3つのベクトル軸についてそ

の主な力と具体的な力の内容を掲げた。

ベクトル軸の技術力は戦略的思考力による課題の分析や課題解決のソリューション力について論理的分析

の方法論や手法に関して認識や理解を得ることは可能であるが、その実行の過程では新たな障害や他部門と

の利害対立によって合意をすることが難しい。人間力では影響力を持つ経営者やリーダ一、過去の部門業績

やしがらみ等の力がプラスに、時にはマイナスに働く。組織としての人間関係だけでなく、個人的な感情や

相互扶助精神が影響力を持つ要因が複雑に影響する。戦略牽引力はすでに論述した経営者やリーダーのリー

ダーシップであり経営ビジョンを徹底させ、イノベーションに関する可視化した情報の共有化や機微に富ん

だコミュニケーションが牽引力となる。
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表5. 2 システム導入におけるベクトルとその要素

ベクトル軸 主な力 具体的な力の内容

技術力
論理的な思考力、ソリューション力、知力、 課題発見と論理的分析・解決、方法論・手法・技法、
ソリューション統合、サイエンス 手段

人間力
守旧力、組織力、影響力、正の力、負の力、 感情・恩義・好き嫌い、組織問利害、存在の相互
包容力、直観力、アート 理解、企業文化

戦略と 経営ビジョン、情報共有、リーダーシップ、 学習、アイディア、情報共有、経営者・従事者の
牽引力 コミュニケーション 参加・意識、心配り

出典:筆者作成

市場動向や業績状況等の関心情報は担当分野や階層によって異なる。上位層は特に経済社会の一般的な経

済・政治動向や市場の情報、さらに業界や同業競合他社の動きに関する情報に関心が集まる。企業内の情報

は業績情報に限らず、経営方針や経営戦略を進める重点的な指標に関する財務的・非財務的情報の共有化を

進める。情報の共有化は経営課題やイノベーションの意識高揚のために、重要性や緊急性による濃淡を付け

て日常の業務に活かされるように仕向けて行くことも必要である。経営戦略の策定は経営企画部門や事業部

の計画部門が策定作業を行い経営者に承認を得るが、策定作業時は数字の世界に閉じこもり、業務について

現場の実態を忘れ勝ちになることが多い。さらに多くの場合、計画作業に全精力を費やし、進捗状況に関心

を持ち続けられない。経営戦略の策定部門はその作業にあたって、オベレーション部門の業務内容や経営課

題について十分な学習と業務実態を把握することである。また策定者は経営課題や事象によって現場に出向

き、リーダーや作業者と直接的な会話を交わし、実態確認と解決手段を共有化し、模索する等の姿勢を取る

ことである。双方は策定した実行計画と進行状況について関心を継続して PDCAのサイクルを回し、評価

と次の行動に結びつていく「見届け」の責任意識が必要である。

羽. おわりに

企業経営は経済社会の視点でスピードと不確実な変化、人間性の視点ではヒトの分散化、多様化と自律

化、社会性の視点からコンブライアンスや地球環境の命題を突き付けられている。この環境下で企業経営は

持続的成長を続けるために経営ビジョンの明示、経営戦略を展開、オペレーションの効率性を追求、資源、の

確保と無形資源の質的向ヒを続けていかなければならない。変化を余儀なくされるオペレーションは多様に

変化した組織構成員と組織体によって行われ、業務処理と情報処理が同時的・同義的に行われており、情報

処理システムは必然的に変革的多様性を必要とする。経済産業省が2007年度から始めた「中小企業IT経営力

大賞Jii:llや社団法人日本情報システム・ユーザー協会(略称 JUAS)が行った『第15回 企業 1T動向

調査2009.1 i12)の報告から経営システムや情報システム化の目的が多様化していることが伺える。

伝統的な一元的な経営システムは限界にあり、企業内の多様化した構成員によって企業外の多次元の変化

に対処する必要性から二層型構造の創造的経営システムの概念を提起した。その構成は二層に分岐するオペ

レーシヨナル・サイエンスと定型的なオベレーションの処理をする「オベレーショナル・経営システム」、

非定型的で現場主導、自律型の「プロフェッショナル・経営システムjである。

創造的経営システムの目的は、 lつは業務全体の品質を維持、もう lつは現場側での自由悶達で積極的な

改善とイノベーションの活性化を狙うものである。創造的経営システムは情報環やコミュニケーション機能

そしてその推進機能の 1Tケイパピリティ、プロフェッショナル思考、組織学習によって支えられる。日常

活動は蓄積されて組織能力となり、業務処理の場において見える力や見えない影響ー力の働きをする。プロフ

エツショナル思考は組織能力を制御あるいは増幅させる力になり、個人や組織の学習は組織能力を醸成する。

組織能力は健全な物的資源、財務資源と見えない人的資源、組織資源、情報資源の成呆を生み、さらに企業
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活動を励起状態に導いて進化をさせて行く。

未来の経営システムと情報技術の関連において資源の調達分野でユビキタス社会3)やクラウドコンピュ

ーティング技術的、資源の運用管理の分野では情報セキュリティ 5)やBC P 6)などの課題がある。また本

稿の二層型構造システムの情報システムの構築には企画手法や開発方法に関して検討すべき課題が残されて

いる。

[注]

注 1 経済産業省が関係機関の共催・協力により主催する平成19年度に創設された表彰制度。優れたIT経営を実現し、他の中

小企業がm経営に取り組む際の参考中小企業や組織に贈られる。受賞企業およびTI経営実践認定企業・組織にはロゴマ

ークの使用が認められる。

注 2:企業n溺J向調査2009 http://www.juas.or.jp/project/survey/iω9/index.h回 l

社団法人日本情報システム・ユーザー協会(略称:JUAS) は、『第15因 企業 1T動向調査2009j アンケート調査を

2008年10月から2008年11月にかけて実施。本調査は、過去14年間継続して実施しており、企業のIT部門、社内町利用部

門を対象に、アンケート調査とインタビュー調査を行い、企業における汀投資、 I明用の現状と経年変化を報告している。

注3・人間の生活環境の中にコンピュータチップとネットワークが組み込まれ、ユーザーはコンピュータの所在を意識するこ

となく、コンピュータの機能を利用できる環境のこと。

注4:インターネット上にグローバルに拡散したコンピューテイングリソースを使って、ユーザーに情報サービスやアプリケ

ーションサービスを提供する、コンビュータ構成・利用に関するコンセプ卜のこと。

注5 情報を扱う際の基本的な方針やそれに基づいた具体的な計画、計画の実施・運用、一定期間ごとの方針・計函の見直し

まで含めた、トータルなリスクマネジメント体系。

j主6:企業が事業継続に取り組む基本となる計画。災害や事故などの予期せぬ出来事の発生により、限られた経営資源で最低

限の事業活動を継続、ないし目標復旧時間以内に再開できるようにするために、事前に策定される行動計画。
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